




• 第1四半期の売上高は、5,264億円（前年同期比+2.3％）の増収、
営業利益は、271億円（前年同期比+22.2％）の増益
当期利益は、150億円（前年同期比+28.8％９の増益となりました。

• サービス事業や産業分野の堅調な拡大、構造改革効果、為替影響など
により増益となりました。

• 期初の上期・通期業績見通しは継続します。



• 1Ｑはほぼ計画どおりの着地と捉えています。

＜売上高＞

• 売上高は5,264億円（前年同期比+2.3％）の増収、
為替影響を除くと前年同期比-0.6％の減収となりました。

• 売上高の減収は、海外でオフィスイメージングの売上高が計画を
下回ったことが主な要因です。
国内では、増税前特需の反動減が懸念されていましたが、
想定ほど減少しませんでした。

• 社内計画に対しては、若干下回りましたが、ほぼ計画どおりです。

＜利益＞

• 営業利益は271億円（前年同期比+22.2％）の増益となりました。
上期見通しの550億円に対して、順調に進捗しています。

• カラーＭＦＰの増加によるプロダクトミックスの改善により
粗利率が改善しています。
また、構造改革効果と為替影響も増益に寄与しました。

• その結果、当期利益150億円となり、約3割の増益を
達成できました。

なお、今回の決算以降、四半期ベースの前年実績が
順次ＩＦＲＳベースに置き換えられます。



＜構造改革＞

• 構造改革による効果は、予定どおり+91億円となりました。
内訳は、前年度費用68億円、それに伴う効果23億円です。

＜販売減＞

• 販売減により売上総利益が減少しました。
オフィスイメージングの売上が計画を下回ったのが原因です。

• 増税前特需の反動減は想定ほどは出ませんでしたが、Q1前半に
前年度の新製品の供給不足の影響が若干残り、ＭＦＰの販売が減少しました。

• 加えて、欧州ではマクロの回復遅れの影響を受け、売上高が伸び悩みました。

＜製造原価低減＞

• 製品原価低減の活動により5億円の利益を創出しました。

＜研究開発費＞

• 研究開発費が前年同期比で10億円増加しましたが、計画どおりの支出です。
研究開発費には、下期投入予定の新製品の開発などが含まれています。

＜その他経費＞

• その他経費は、前年同期比で46億円増加していますが、予定どおりの支出です。
前年度に実施したＩＴサービス会社の買収などを含むサービス事業の体制強化、
昇給・賞与の増加により経費が増えました。

＜為替影響＞

• 円安による増益効果+48億円となりました。

以上の結果、営業利益271億円（前年同期比+22.2％）となりました。



• 営業利益、営業利益率は引き続き前年同期比で改善基調にあります。

• 販管費率は、前年同期比-0.2％の改善となりました。



• 売上高は4,704億円（前年同期比+2.1％）の増収、
為替除くと-0.9％の減収となりました。

＜オフィスイメージング＞

• オフィスイメージングの売上高は3,597億円、
為替除くと-4.2％の減収となりました。

• 減収の要因は主に、前年度の新製品供給トラブルによる
営業活動の低下、それに伴うカラーＭＦＰノンハードの積みあがり
遅れ、欧州のマクロ回復遅れによる台数減などが影響しました。

• 国内は、6月からカラー/モノクロＭＦＰともに販売は回復しています。
欧米も、6月からカラーＭＦＰの販売が回復しています。

＜プロダクションプリンティング＞

• カラー/モノクロのカットシート機を中心に伸びています。

＜ネットワークシステムソリューション＞

• サービス事業の売上は全世界で好調に
拡大しています。

• 国内では、Windows XPの買い替え特需が4-5月も継続し、
海外ではＩＴサービスの売上が拡大しました。



• ハードは前年同期比-3％、
ノンハードも前年同期比-4％と減少となりました。

• カットシートＰＰ（プロダクション・プリンティング）は
ハード、ノンハードともに順調に伸びています。



＜日本＞

• 売上高は前年同期比-0.4％の減収、
ＩＦＲＳベースでの営業利益は減益となりました。

• これはＩＦＲＳ適用に伴い、研究開発投資の資産計上、
減価償却費の発生タイミングにより、前年Ｑ1の営業利益が
かさ上げされたことが影響しています。
実質的にはＱ1営業利益は前年同期比で横ばいとなります。

＜米州＞

• 売上高は-0.4％と減収となりましたが、ほぼ計画どおりです。

• 構造改革効果により増益となり、安定的に利益を出せる体質に
なってきました。



＜欧州＞

• 売上高は前年同期比-3.4％と減収となりましたが、
営業利益率は3.6％と改善しました。

• 前年Ｑ1に構造改革費用が58億円入っていたことが主な増益要因です。

＜その他＞

• 売上高、営業利益ともに堅調に推移しています。

• 新興国でのビジネス拡大のための投資も行いながらも、
営業利益は前年と同水準を確保しています。



• 売上高は273億円（前年同期比+7.4％）、為替除く+4.9％の増収。
営業利益、営業利益率ともに着実に上昇しています。

• 産業分野は、今後更に成長を期待しており、先月発表したとおり、
この分野で新会社を設立して事業の拡大を更に加速していきます。



• 売上高、営業利益ともに若干減少しています。

• 主な減益要因は、
新規事業の立上げに向けた費用を計上していることや
一時的なリース事業における減益があります。

• デジタルカメラは、減収でしたが、前年同期比では増益でした。
特に新製品の中判デジタル一眼レフカメラ645Zは評判もよく、
2Q以降での大きな貢献を期待しています。



• 資産合計は2兆5,562億円と前年度末比で約400億円の減少となりました。

• 営業債権は、前期末に売上の拡大により増加しましたが、
1Ｑに債権の回収が進み、6月末では減少しました。

• 棚卸資産は94億円増えていますが、前年6月末からは減少しており、
回転期間も1.99と若干低下しています。

3月末との比較では増加していますが、季節性によるものです。



• 有利子負債は7,232億円と前年度末比で8億円の減少と
ほぼ同じレベルで推移しています。

• ネット有利子負債は6,015億円と前年同期比では
若干増えていますが、リコーリースを除いた試算による
ネット有利子負債は48億円と前年の580億円から
大幅に減少しており、安全性は増しています。



• 営業活動のキャッシュフローでは、
当期利益＋減価償却費では
430億円と前年から約50億円増加しています。

その他の営業活動では、
法人税の支払額が、前年度利益が増加した分50億円ほど増えており、
これを除くと前年同期よりもキャッシュを創出しています。

• 投資活動のキャッシュフローでは、
トルコの販売会社の買収資金が支出されています。

• フリーキャッシュフローは-71億円と前年の-44億円から
30億円弱悪化しているように見えますが、上記の法人税支払、
事業買収による支出増を除けば、キャッシュの創出能力は
前年同期より改善されています。



※4月公表の売上見通し2兆3,000億円をIFRSベースに置き換えています。

• 売上高2兆2,600億円（前年同期比+2.9％）、
営業利益1,400億円（前年同期比+16.3％）、
当期利益800億円（前年同期比+9.9％）と、
2015年3月期の業績見通しを継続しています。



• 4月に公表した増減見通しから変更していません。



• 2015年3月期の配当は
1円増配の年間34円（配当性向30.8％）を予定しています。
年間配当金として過去 高水準となります。
今後も30％程度の総還元性向を維持する計画です。

• ROEは8％以上を目指し、更なる努力をしていきます。





















ご説明の際はできるだけ、指示語（これ、あれ、等）ではなく、項目名も読み上げてから、数
値、差異などを説明いただきますようお願いいたします。





【主なＱ＆Ａ】

Q.：ここのところ自社株買いの意向は示しているが、まだ実施されていない。
今期に関しても配当のみで目安としている総還元性向30％に達する見通し
でもあり、自社株買いの可能性はないということか？

A.：着実にキャッシュを創出し、またビジネス上必要となる他の投資を見ながら
自社株買いも適宜実施していきたいと考えており、その考え方に変化はない。

Q.：通期の営業利益目標は昨年度と変わらない。今年度は昨年度あった生産問題等の
マイナス要素が無くなることからも上方修正があっても良いと思うがどうか？

A.：まずは目標値である営業利益1,400億円をやりきりたい。
その上でご期待にこたえていきたい。

Q.：オフィスイメージングは前年度の第１四半期の水準もあまり高くない中で、
今年度も減収となった理由は？

A.：昨年度、生産問題に起因してセールスの活動量が低下したことにより、
欧州を中心に見込み商談の数が例年に比べ少なくなっていることが背景にある。
ただし6月にかけて状況は改善してきている。

Q.：第2四半期は前年度から利益率が改善する計画だがその背景は？

A.：主には昨年度特需のあったPCなどの仕入販売が減少し、収益性の高い製品の
売上構成が高まることがある。


